


































































































８　ソ連側の役割を大きく評価する資料としては、Valentin Sokolovsky, “Fruits of a cold war,” in 
Johan Sliggers and Willem Kakebeeke eds., Clearing the Air: 25 Years of the Convention on Long-
range Transboundary Air Pollution, United Nations, 2004, pp. 7-15, 参照。





























９　気候変動枠組条約の締約国については、UNFCCC, “Status of Ratification of the Convention,” 
http://unfccc.int/essential_background/convention/status_of_ratification/items/2631.php（2012
年 1 月 31 日最終アクセス）参照。また、京都議定書の締約国については、UNFCCC, “Status 
of Ratification of the Convention,”  http://unfccc.int/kyoto_protocol/status_of_ratification/
items/2613.php（2012 年 1 月 31 日最終アクセス）参照。
10　各制度の概要と現状については、太田絵里「北東アジア地域における環境協力体制の現状に対す
















































gains） と相対的利得（relative gains） に注目する見方が存在する 15。ここで、絶対的利得
とは、費用効果分析に基づく、そのアクターにとっての純利得である。他方、相対的利得
とは、相手の利得と自らの利得を勘案した利得となる。有名な例としては、ライヒによ
る事例分析があげられる。ライヒは、今後 10 年間で、アメリカ経済が 25%、日本経済が









13　Detlef Sprinz and Tapani Vaahtoranta, “The Interest-based Explanation of International 
Environmental Policy,” International Organization, Vol. 48, No. 1, （Winter 1994） pp. 77-105.
14　Inkyoung Kim, “Environmental Cooperation of Northeast Asia: Transboundary Air Pollution,” 
International Relations of Asia-Pacific, Vol. 7, No. 3, 2007, pp. 439-462.
15　絶対的利得と相対的利得に関しては、David A. Boldwin, ed., Neorealism and Neoliberalism: The 
Contemporary Debate, Columbia University Press, 1993, が包括的な分析を行っている。
16　Michael Mastanduno, “Do Relative Gains Matter?: America’s Response to Japanese Industrial 
Policy,” in David A. Boldwin, ed., Neorealism and Neoliberalism: The Contemporary Debate, 
Columbia University Press, 1993, p. 250. なお、ライヒのもとの研究は、Robert Reich, “Do We 
































17　Joseph M. Grieco, “Anarchy and the Limits of Cooperation,” in David A. Boldwin, ed., Neorealism 
and Neoliberalism: The Contemporary Debate, Columbia University Press, 1993, pp. 117-118.
18　国連事務局監修、環境庁、外務省監訳『アジェンダ 21―持続可能な開発のための人類の行動計画―』
エネルギージャーナル社、1993 年、107 ページ。




年の政府間会合の決定を経て、2001 年に EANET は本格稼働することとなった 20。










中国の影響は 3.5% としているのに対し、日本側の研究は日本国内が 37%、火山が 28%、










1998 年 12 月のことであった。鈴木克徳「越境大気汚染」中国環境問題研究会編『中国環境ハンドブッ
ク 2009-2010 年版』蒼蒼社、2009 年、78 ページ。
20　東アジア酸性雨モニタリングネットワークに関する事実関係は、東アジア酸性雨モニタリング




html（2012 年 1 月 31 日最終アクセス）。
22　東アジア酸性雨モニタリングネットワーク「主な活動」http://www.eanet.cc/jpn/profile/
























　地球環境問題の典型である気候変動問題については、1992 年に合意され 1994 年に発効










24　「国家環境保護総局　国家発展和改革委員会関于印発『国家酸雨和二気化硫汚染防治 ” 十一五 ” 規
則』的通知」中国環境年鑑編輯委員会編『中国環境年鑑 2009』中国環境年鑑社、2009 年、111 ページ。
25　京都議定書については、髙村ゆかり、亀山康子編『京都議定書の国際制度』信山社、2003 年、を参照。
26　竹内敬二『地球温暖化の政治学』朝日出版社、1998 年、8 ページ。
































　http://www.env.go.jp/annai/kaiken/h23/s1207.html（2012 年 1 月 31 日最終アクセス）。
29　首相官邸「国連気候変動首脳会合における鳩山総理大臣演説」





























　以上の考察を踏まえると、EANET や TEMM は環境ガバナンス・システムとして一定





31　“Tripartite Joint Action Plan on Environmental Cooperation,” http://www.env.go.jp/earth/coop/
temm/archive/pdf/actionplan_E12.pdf（2012 年 1 月 31 日最終アクセス）。




べると、環境改善の観点からは EANET や TEMM が果たしている役割はいまだ限定的で
あると言える。今後、EANET や TEMM を、環境改善に向けた具体的な政策実施を参加
国に求めるような国際環境制度に発展させるか、という点が残された課題であると言える。
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　本研究は、北東アジア地域学術交流助成金、および文部科学省科学研究費基盤研究（C）
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